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（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年３月期  6,392  0.9  235  104.3  209  124.2  179  35.2
24年３月期  6,335  30.7  115 －  93  －  132 －

（注）包括利益 25年３月期 188百万円（ ％） 47.0   24年３月期 128百万円 （ ％） －

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

自己資本
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年３月期  7.63 －  10.5  3.9  3.7
24年３月期  5.65 －  8.2  1.7  1.8

（参考）持分法投資損益 25年３月期 －百万円   24年３月期 －百万円 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭

25年３月期  5,047  1,809  35.9  76.96
24年３月期  5,608  1,621  28.9  68.95

（参考）自己資本 25年３月期 1,809百万円   24年３月期 1,621百万円

  
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による

キャッシュ・フロー 
財務活動による

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円

25年３月期  318 △34  △264  545
24年３月期  19  207  △267  519

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年３月期 －  0.00 － 0.00 0.00  － － －

25年３月期 －  0.00 － 0.00 0.00  － － －

26年３月期（予想） －  － － － －   －

平成26年３月期につきましては、今後の経営環境の推移を見極めた上でお知らせいたします。

３．平成26年３月期の連結業績予想（平成25年４月１日～平成26年３月31日）
  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計）  2,836  △12.4  45 △69.8  26 △81.2  3  △97.6  0.13
通期  6,070  △5.0  190 △19.1  150 △28.2  106  △40.8  4.51



※  注記事項 

新規   社  （社名） 、除外   社  （社名）  
  
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

  

  

  

  
  
（３）発行済株式数（普通株式） 

  
（参考）個別業績の概要 

１．平成25年３月期の個別業績（平成24年４月１日～平成25年３月31日） 

  

  
（２）個別財政状態 

  
  

   
※  監査手続の実施状況に関する表示 

  
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

  

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：  無   

－ － － －

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 有

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無

③  会計上の見積りの変更                ： 有

④  修正再表示                          ： 無

（注）「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第14条の７（会計方針の変更を会計上の見積りの

変更と区別することが困難な場合）に該当するものであります。詳細は、添付資料15ページ「４．連結財務諸表

（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年３月期 23,550,000株 24年３月期 23,550,000株

②  期末自己株式数 25年３月期 31,232株 24年３月期 30,532株

③  期中平均株式数 25年３月期 23,519,218株 24年３月期 23,520,185株

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年３月期  6,304  0.4  179  59.5  170  40.8  153  68.0
24年３月期  6,275  30.9  112 －  120  －  91 －

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭

25年３月期  6.52 －

24年３月期  3.88 －

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭

25年３月期  4,961  1,728  34.8  73.49
24年３月期  5,556  1,575  28.3  66.97

（参考）自己資本 25年３月期 1,728百万円   24年３月期 1,575百万円

２．平成26年３月期の個別業績予想（平成25年４月１日～平成26年３月31日）
  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

  売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計）  2,800  △12.6  22 △81.5  1  △99.1  0.04
通期  6,000  △4.8  140 △17.6  98  △35.9  4.17

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、連結財務諸

表に対する監査手続が実施中です。

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項については、添付資料２ページ「１．経営成績・財政状態に関する分析（1）経営成績に関する分析」をご

覧ください。



  

  

○添付資料の目次

１．経営成績・財政状態に関する分析 ……………………………………………………………………………………  2
（１）経営成績に関する分析 ……………………………………………………………………………………………  2
（２）財政状態に関する分析 ……………………………………………………………………………………………  2
（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 ……………………………………………………………  3
（４）事業等のリスク ……………………………………………………………………………………………………  3

２．企業集団の状況 …………………………………………………………………………………………………………  4
３．経営方針 …………………………………………………………………………………………………………………  5
（１）会社の経営の基本方針 ……………………………………………………………………………………………  5
（２）目標とする経営指標 ………………………………………………………………………………………………  5
（３）中長期的な会社の経営戦略 ………………………………………………………………………………………  5
（４）会社の対処すべき課題 ……………………………………………………………………………………………  5

４．連結財務諸表 ……………………………………………………………………………………………………………  6
（１）連結貸借対照表 ……………………………………………………………………………………………………  6
（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 ………………………………………………………………………  8

連結損益計算書 ……………………………………………………………………………………………………  8
連結包括利益計算書 ………………………………………………………………………………………………  9

（３）連結株主資本等変動計算書 ………………………………………………………………………………………  10
（４）連結キャッシュ・フロー計算書 …………………………………………………………………………………  12
（５）連結財務諸表に関する注記事項 …………………………………………………………………………………  14

（継続企業の前提に関する注記） …………………………………………………………………………………  14
（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） …………………………………………………………  14
（会計方針の変更） …………………………………………………………………………………………………  15
（セグメント情報） …………………………………………………………………………………………………  15
（関連情報） …………………………………………………………………………………………………………  16
（１株当たり情報） …………………………………………………………………………………………………  17
（重要な後発事象） …………………………………………………………………………………………………  17

５．その他 ……………………………………………………………………………………………………………………  18



(1）経営成績に関する分析 

 当連結会計年度における経済は、東日本大震災復興の下支えがある一方で、後半は中国リスクの顕在化による輸

出低迷、新政権発足後には金融・財政政策から円安、株価上昇に向かうなど大きな変動が生じました。景気は好転

していると言われているものの、日中関係、欧州債務問題、中国経済の鈍化など日本経済を取り巻く環境は依然リ

スクを抱えた状況が続いており、先行きは不透明と言わざるを得ない状況が続いております。 

このような状況の中で、当連結会計年度の受注高は5,982百万円、売上につきましては、射出成形機2,978百万円

（前期比0.1％増）、プレス機752百万円（前期比16.7％増）、金型・周辺機器等その他を含めた全売上高は6,392

百万円（前期比0.9％増）、このうち国内売上高は2,706百万円（前期比4.2％減）、輸出売上高は3,686百万円（前

期比5.0％増）であり、連結売上高に占める輸出比率は57.7％となりました。 

利益面につきましては、大型特殊機の出荷台数が順調に推移し、海外調達を中心とした変動費改善活動等を継続

した結果、経常利益は209百万円、当期純利益は179百万円となりました。昨年度に続いて黒字を確保することがで

きましたが、黒字体質を安定化するまでには十分とはいえず、財務体質を一層強化するためにも、今年度も誠に遺

憾ながら期末配当金は無配とさせていただきます。 

＜次期の見通し＞ 

 今後の経済見通しにつきましては、全体としては緩やかな景気回復が見られるものの、欧州の債務問題や米国の

財政政策の先行き不透明感等により、世界景気の先行きの不確実性は引き続き大きいものと考えられます。 

 このような状況のもと、「お客様とともに技術を拓くベストパートナー」を目指し、いかなる環境変化にも対応

できる強固な経営体質を確立すべく、海外を中心とした自動車関連の新型成形機拡販をはじめ、大型射出成形機及

びプレス機の販売強化に取り組んでまいります。 

 通期の業績予想につきましては、売上高6,070百万円（前年同期比5.0％減）、経常利益150百万円（前年同期比

28.2％減）、当期純利益106百万円（前年同期比40.8％減）を見込んでおります。 

(2）財政状態に関する分析 

 当連結会計年度末における現金及び預金は545百万円、前連結会計年度末に比べ25百万円（4.9％）の増加となり

ました。当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれぞれの要因は、次のとおりであります。 

 営業活動によるキャッシュ・フローの主な増加要因は、売上債権の減少284百万円、税金等調整前当期純利益211

百万円、たな卸資産の減少191百万円、減価償却費119百万円です。主な減少要因は、仕入債務の減少455百万円、

利息の支払額26百万円、法人税等の支払額25百万円であり、この結果、318百万円の増となりました。 

  投資活動によるキャッシュ・フローの主な増加要因は、固定資産売却による収入３百万円、主な減少要因は固定

資産取得による支出56百万円、定期預金払戻による収入16百万円であり、この結果、34百万円の減となりました。

 財務活動によるキャッシュ・フローの主な増加要因は、短期借入による収入120百万円、長期借入金による収入

100百万円であります。主な減少要因は、短期借入金の返済による支出470百万円であり、この結果、264百万円の

資金支出となりました。  

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。  

１．経営成績・財政状態に関する分析

  平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期

自己資本比率（％） 37.4 34.4  28.3 28.9  35.9

時価ベースの自己資本比率 

（％） 
10.3 39.7  24.1 27.7  37.7

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（年） 
△14.9 △3.4  △9.7 65.6  3.3

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍） 
△3.1 △10.9  △2.3 0.6  11.9



(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、剰余金処分につきましては企業体質の強化を図りつつ、株主各位に対して安定的な利益還元に努めてい

くことを基本としております。内部留保金につきましては、中長期的展望に立った開発活動及び経営体制の効率

化・省力化のための有効投資等に活用し企業競争力と企業体質のさらなる強化に取組んでまいります。 

 当連結会計年度においても引き続き経営改善の効果により黒字となりましたが、安定した黒字体質の基盤として

はまだ充分とは言えないものがあります。そのような状況を踏まえ、内部留保を確保し財務体質の強化を図るた

め、当期も誠に遺憾ながら無配とさせていただきます。次期につきましては、今後の経営環境の推移を見極めた上

でお知らせいたしますが、企業体質の強化を図り収益向上に努めます。 

(4）事業等のリスク 

  当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあり

ます。  

① 経済状況  

 当社グループの売上高のうち、50％以上が中国、タイ、米国等への輸出によるものです。従いまして、日本をは

じめこれらの国々の景気後退、その他経済活動に悪影響を及ぼす情勢の変動が当社グループの業績、財務状況に悪

影響を及ぼす可能性があります。  

② 為替レートの変動  

 当社グループは、取引の大半を円建てで行っており為替変動の影響を直接受けることは殆どありませんが、急激

な為替変動により顧客から販売価格の値下げ要請や仕入れ業者から値上げ要求などがあった場合には、当社グルー

プの業績、財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。  

③ 価格競争  

 プラスチック射出成形機、プレス機業界の価格競争は従前より熾烈を極めておりますが、特に中国経済の台頭は

新たな市場を創生する一方、安価な競合製品の供給者も生む結果となっており、当社グループの販売する一部製品

において一層激しい価格競争がおき、当社グループの業績、財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。   

④ 災害等による影響  

 当社グループの本社及び生産工場は愛知県大府市にあります。同地域を含めた東海地方は大規模な地震が発生す

る可能性がある地域とされており、万一大規模地震が発生し操業を中断する事象が生じた場合は業績、財務状況に

悪影響を及ぼす可能性があります。  

⑤ 退職給付債務  

 従業員の退職給付費用及び債務は、数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出されておりますが、これら

の前提条件（割引率他）が実際の結果と異なる場合、または前提条件が変更された場合には、将来において認識さ

れる費用及び計上される債務に影響を及ぼす可能性があります。 



 当社の企業集団は、当社、親会社（株式会社日本製鋼所）、海外連結子会社１社で構成され、主として射出成形機、

プレス機の製造販売を行い、更にこれに関連する事業活動を展開しております。  

 海外子会社は、海外特定地域における当社製品の販売、据付及びアフターサービス業務活動を展開しており、事業の

系統図は次のとおりであります。     

  

 
（注）連結子会社である株式会社名高製作所は、平成24年６月22日に清算結了しました。 

２．企業集団の状況



(1）会社の経営の基本方針     

当社は、  

 ①「常に顧客第一主義に徹すること」  

 ②「常に適正利潤を確保すること」  

 ③「常に社内のコミュニケーションを良好に保つこと」  

を経営基本方針としております。  

 即ち、お客様のニーズに合った高品質・高機能の製品を市場競争力のある適正な価格で提供し、お客様の満足と信

頼を得ることにより、常に適正な利益を確保し、企業として発展し続けることで株主・地域社会・取引先・従業員な

ど、すべてのステークホルダの期待に応えることが出来るとの考えに立ち、それを実現するために、常に社内全ての

セクションがお客様のニーズやその他必要な情報を共有し、適切且つ効率的な、企業活動を行うよう努めておりま

す。   

(2）目標とする経営指標  

 当社は、継続的かつ安定した収益の確保と、親会社である株式会社日本製鋼所との資本業務提携の推進強化、及び

お客様のニーズをとらえた独自技術による製品開発により売上規模の拡大を図りながら、「お客様とともに技術を拓

くベストパートナー」として企業価値の向上を目指しています。特に当社の強みであります特殊大型成形機やプレス

機分野に経営資源を集中させ、収益性を最優先とした方針で取り組んでおります。経営指標としましては、経常利益

率を重視し、常にその改善に取り組んでまいります。 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 様々な産業分野で、省エネ、省資源、高機能化が求められる状況の中、当社といたしましては経営環境の変化に即

応できる体制の確立を目指し、以下の方針によって業績の向上を目指してまいります。 

① 顧客ニーズを捉えた高付加価値製品の開発と提案サービスの提供 

  顧客とのコミュニケーションを通じて、ニッチ分野の高付加価値製品を開発し、ニーズにマッチした専用機を常

に提供できる企業を目指します。また既設機の付加価値向上のためのご提案や、定期点検の充実に努めてまいりま

す。 

② 株式会社日本製鋼所とのシナジー強化 

  当社の親会社であります、株式会社日本製鋼所との業務提携において同社製射出成形機の受託販売強化と共同開

発機の販売推進、また営業基盤の相互活用によりシナジー効果を発揮し、売上規模の拡大を図ってまいります。 

③ 収益性を重視した経営 

  継続的に変動費の改善や固定費の更なる低減を図り、財務基盤を安定化させるとともに株式会社日本製鋼所との

部品・ユニットの共通化や部材の共同調達、適地化生産を推進し、コスト競争力を強化してまいります。 

(4）会社の対処すべき課題 

 当社グループは、平成21年度に実施した合理化対策以降、親会社である株式会社日本製鋼所製品の取込み、変動費

改善、生産性の向上等の経営改善、大型特殊機に特化した販売戦略を実行した結果、平成23年度以降２期連続で利益

を計上することができました。 

しかし、将来の安定的な事業展開、売上規模の維持・拡大のためには新製品を市場投入し、第２、第３の柱となる

製品を育成することが必要です。そのためには先進企業が集中する中部地区において、当社の保有する油圧技術、プ

レス技術を活かすことのできる新分野に積極的に対応し、経営基盤をより安定させてゆきたいと考えております。 

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 519,815 545,161

受取手形及び売掛金 1,933,334 1,655,211

製品 146,072 19,138

仕掛品 532,739 641,957

原材料及び貯蔵品 1,179,471 1,023,845

その他 71,891 26,153

貸倒引当金 △1,909 △1,584

流動資産合計 4,381,414 3,909,881

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,417,352 3,421,839

減価償却累計額 △2,727,520 △2,775,405

建物及び構築物（純額） 689,831 646,433

機械装置及び運搬具 1,339,858 1,217,150

減価償却累計額 △1,151,075 △1,063,815

機械装置及び運搬具（純額） 188,782 153,335

土地 219,035 219,035

その他 826,575 845,536

減価償却累計額 △779,981 △789,885

その他（純額） 46,593 55,651

有形固定資産合計 1,144,243 1,074,455

無形固定資産 33,169 32,063

投資その他の資産   

投資有価証券 5,675 5,675

その他 47,147 29,571

貸倒引当金 △3,646 △3,987

投資その他の資産合計 49,176 31,258

固定資産合計 1,226,590 1,137,777

資産合計 5,608,004 5,047,659



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,535,469 1,069,319

短期借入金 1,250,000 900,000

未払法人税等 27,531 31,902

完成工事補償引当金 50,740 42,126

工事損失引当金 2,001 －

その他 387,680 350,904

流動負債合計 3,253,422 2,394,252

固定負債   

長期借入金 － 100,000

退職給付引当金 711,219 717,856

その他 21,699 25,595

固定負債合計 732,918 843,452

負債合計 3,986,340 3,237,704

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,008,500 3,008,500

資本剰余金 625,270 625,270

利益剰余金 △1,987,015 △1,807,451

自己株式 △6,841 △6,887

株主資本合計 1,639,913 1,819,431

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 △18,249 △9,476

その他の包括利益累計額合計 △18,249 △9,476

純資産合計 1,621,663 1,809,954

負債純資産合計 5,608,004 5,047,659



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 6,335,546 6,392,932

売上原価 4,795,999 4,843,901

売上総利益 1,539,547 1,549,030

販売費及び一般管理費 1,424,385 1,313,751

営業利益 115,162 235,278

営業外収益   

受取利息 266 164

受取配当金 206 236

仕入割引 358 332

受取賃貸料 6,107 6,961

その他 12,293 8,007

営業外収益合計 19,231 15,702

営業外費用   

支払利息 29,693 25,790

手形売却損 3,078 708

為替差損 6,309 14,354

その他 1,729 325

営業外費用合計 40,809 41,179

経常利益 93,583 209,801

特別利益   

固定資産売却益 110,932 2,253

退職給付制度改定益 9,178 －

特別利益合計 120,110 2,253

特別損失   

固定資産除売却損 40,708 624

事業整理損 17,103 －

特別損失合計 57,811 624

税金等調整前当期純利益 155,882 211,430

法人税、住民税及び事業税 23,021 31,866

法人税等合計 23,021 31,866

少数株主損益調整前当期純利益 132,861 179,564

当期純利益 132,861 179,564



（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 132,861 179,564

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 △4,774 8,772

その他の包括利益合計 △4,774 8,772

包括利益 128,086 188,337

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 128,086 188,337



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 3,008,500 3,008,500

当期末残高 3,008,500 3,008,500

資本剰余金   

当期首残高 625,270 625,270

当期末残高 625,270 625,270

利益剰余金   

当期首残高 △2,119,876 △1,987,015

当期変動額   

当期純利益 132,861 179,564

当期変動額合計 132,861 179,564

当期末残高 △1,987,015 △1,807,451

自己株式   

当期首残高 △6,755 △6,841

当期変動額   

自己株式の取得 △85 △46

当期変動額合計 △85 △46

当期末残高 △6,841 △6,887

株主資本合計   

当期首残高 1,507,137 1,639,913

当期変動額   

当期純利益 132,861 179,564

自己株式の取得 △85 △46

当期変動額合計 132,775 179,517

当期末残高 1,639,913 1,819,431

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定   

当期首残高 △13,475 △18,249

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,774 8,772

当期変動額合計 △4,774 8,772

当期末残高 △18,249 △9,476

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △13,475 △18,249

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,774 8,772

当期変動額合計 △4,774 8,772

当期末残高 △18,249 △9,476



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

純資産合計   

当期首残高 1,493,662 1,621,663

当期変動額   

当期純利益 132,861 179,564

自己株式の取得 △85 △46

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,774 8,772

当期変動額合計 128,001 188,290

当期末残高 1,621,663 1,809,954



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 155,882 211,430

減価償却費 153,580 119,764

貸倒引当金の増減額（△は減少） △9,229 16

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 16,496 △8,614

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,299 6,542

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △5,610 －

工事損失引当金の増減額（△は減少） △1,166 △2,001

事業整理損失 17,103 －

受取利息及び受取配当金 △830 △733

支払利息 29,693 25,790

為替差損益（△は益） △66 △8

固定資産除却損 11,141 624

固定資産売却損益（△は益） △81,365 △2,253

売上債権の増減額（△は増加） △745,031 284,293

たな卸資産の増減額（△は増加） 81,515 191,411

その他の流動資産の増減額（△は増加） 6,770 46,929

仕入債務の増減額（△は減少） 409,786 △455,601

その他の流動負債の増減額（△は減少） 35,422 △47,535

その他の固定負債の増減額（△は減少） △7,650 －

小計 67,741 370,057

利息及び配当金の受取額 830 730

利息の支払額 △24,490 △26,857

法人税等の支払額 △25,031 △25,281

営業活動によるキャッシュ・フロー 19,050 318,648

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △30,611 △56,313

有形及び無形固定資産の売却による収入 226,119 3,963

定期預金の預入による支出 △16,088 －

定期預金の払戻による収入 28,612 16,090

その他の支出 △1,091 －

その他の収入 741 2,109

投資活動によるキャッシュ・フロー 207,682 △34,149



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 216,966 120,000

短期借入金の返済による支出 △375,357 △470,000

長期借入れによる収入 － 100,000

長期借入金の返済による支出 △98,724 －

リース債務の返済による支出 △10,158 △14,875

自己株式の取得による支出 △85 △46

財務活動によるキャッシュ・フロー △267,358 △264,922

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,140 5,769

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △41,766 25,345

現金及び現金同等物の期首残高 561,581 519,815

現金及び現金同等物の期末残高 519,815 545,161



   該当事項はありません。 

１ 連結の範囲に関する事項 

 連結子会社の数 １社 

 会社名    名機（タイランド）ＣＯ．，ＬＴＤ. 

  なお、株式会社名高製作所は平成24年６月に清算結了したため連結の範囲から除外しております。  

  非連結子会社の数 なし   

２ 持分法の適用に関する事項 

 子会社は全て連結しており、関連会社もありませんので該当事項はありません。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

………連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算出） 

時価のないもの 

………移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

製品及び仕掛品 

  ………主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定） 

原材料及び貯蔵品 

  ………主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定） 

③ デリバティブ 

時価法 

(2）重要な減価償却資産の減価償却方法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

………主として建物及び建物附属設備については定額法によっております。その他は定率法によっておりま

す。 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりとなっております。 

無形固定資産（リース資産を除く） 

………定額法を採用しております。 

  なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。 

リース資産 

  ………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

         なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。  

長期前払費用 

  ………定額法  

(5）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

建物及び構築物 ５～65年

機械装置及び運搬具 ３～17年



(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

② 工事損失引当金 

 当連結会計年度末の未引渡工事のうち、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることが出

来る工事について、当連結会計年度末以降の損失見込額を計上しております。 

③ 完成工事補償引当金 

  完成工事に係る補償に備えるため、見積額を計上しております。  

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当連結会計年度

末において発生していると認められる額を計上しております。 

  数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の従業員における平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産、負債、収益及び費用は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。 

(5）消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっております。 

  

   （会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 なお、これによる当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であり

ます。 

  

 当社グループは、プラスチック産業機械の製造及び販売を事業内容としており、産業機械事業単一事業であること

から、セグメント情報については記載を省略しております。 

  

（会計方針の変更）

（セグメント情報等）



Ⅰ 前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

(2）有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

 特定の顧客に対する売上高で連結損益計算書の売上高の10％を占めるものがないため、記載を省略しておりま

す。  

（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報） 

 前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

  該当事項はありません。 

（報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報） 

 前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

  該当事項はありません。 

（報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報） 

 前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

  該当事項はありません。  

  

Ⅱ 当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

(2）有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

 特定の顧客に対する売上高で連結損益計算書の売上高の10％を占めるものがないため、記載を省略しておりま

す。  

（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報） 

 当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

  該当事項はありません。 

（報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報） 

 当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

  該当事項はありません。 

（報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報） 

 当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

  該当事項はありません。  

（関連情報）

  （単位：千円）

日本 アジア 北米 欧州 その他 合計

 2,824,955  3,148,060  338,581  15,120  8,828  6,335,546

  （単位：千円）

日本 アジア 北南米 欧州 その他 合計

 2,706,512  2,924,264  744,966  4,057  13,130  6,392,932



  

      当社は、本日（平成25年５月13日）開催の取締役会において、平成25年６月20日開催予定の当社第71期定時株主総

  会に、資本金の額の減少並びに剰余金処分について付議することを決議いたしました。 

 (1）資本金の額の減少の目的 

当社は平成23年３月期まで６期連続の最終損失を計上しておりましたが、固定費の削減、第三者割当増資による株

式会社日本製鋼所との資本・業務提携等の経営政策が実を結び平成24年３月期以降２期連続最終利益を計上しており

ます。しかしながら、なお1,898,470千円の繰越損失を計上しております。つきましては、財務体質の強化と早期の

復配体制を実現するために資本金を減少し繰越損失に充当するものであります。 

 (2）資本金の額の減少について 

 ① 減少する資本金の額 

  平成25年３月31日現在の資本金の額3,008,500千円を1,898,470千円減少し、1,110,029千円と致します。 

 ② 減少の方法 

  資本金の減少は、発行済株式総数の変更は行わず、資本金の額のみ減少します。資本金の減少額1,898,470千円

は、全額をその他資本剰余金に振り替える予定です。 

 (3）剰余金の処分について 

 ① 減少する剰余金の額 

その他資本剰余金 1,898,470千円 

 ② 増加する剰余金の額 

繰越利益剰余金 1,898,470千円 

※上記を図示すると以下の通りであります。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭68 95

１株当たり当期純利益金額 円 銭5 65

１株当たり純資産額 円 銭76 96

１株当たり当期純利益金額 円 銭7 63

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

 算定上の基礎  算定上の基礎 

 １ １株当たり純資産額  １ １株当たり純資産額 

連結貸借対照表の純資産の  

合計額   千円1,621,663

普通株式に係る純資産額  千円1,621,663

普通株式の発行済株式数 株23,550,000

普通株式の自己株式数 株30,532

１株当たり純資産額の算定に用い 

られた普通株式の数  

 

  株23,519,468

連結貸借対照表の純資産の  

合計額   千円1,809,954

普通株式に係る純資産額  千円1,809,954

普通株式の発行済株式数 株23,550,000

普通株式の自己株式数 株31,232

１株当たり純資産額の算定に用い 

られた普通株式の数  

 

  株23,518,768

２ １株当たり当期純利益金額 ２ １株当たり当期純利益金額 

連結損益計算書上の当期純利益 千円132,861

普通株式に係る当期純利益  千円132,861

普通株主に帰属しない金額の主要 

な内訳  
 

 該当事項はありません。  

普通株式の期中平均株式数 株23,520,185

連結損益計算書上の当期純利益 千円179,564

普通株式に係る当期純利益  千円179,564

普通株主に帰属しない金額の主要 

な内訳  
 

 該当事項はありません。  

普通株式の期中平均株式数 株23,519,218

（重要な後発事象）

         (単位：千円） 

  
平成25年   

3月31日現在 

資本金の 

額の減少 
剰余金の処分 処分後 

資本金 3,008,500 △1,898,470 － 1,110,029

その他資本剰余金 － 1,898,470 △1,898,470 －

繰越利益剰余金 △1,898,470       － 1,898,470 －



 (4）日程 

 ① 取締役会決議            平成25年５月13日 

 ② 株主総会決議            平成25年６月20日（予定） 

 ③ 債権者異議申述公告         平成25年６月26日（予定） 

 ④ 債権者異議申述最終期日       平成25年７月29日（予定） 

 ⑤ 効力発生日             平成25年８月２日（予定） 

 (5）今後の見通し 

 本件は「純資産の部」における振替となりますので、当社の純資産額に変動はありません。また、本件が損益に与

える影響はありません。 

  なお、上記の内容につきましては、平成25年６月20日開催予定の当社第71期定時株主総会において承認可決される

ことを条件としております。  

  

 ① 代表取締役の異動 

   該当事項はありません。 

  

 ② その他の役員の異動 

     新任取締役候補 

    取締役     八幡 龍太郎  （現 経営管理室理事） 

    取締役（社外） 北村 和夫   （株式会社日本製鋼所 上席執行役員 産業機械事業部 副事業部長）

       （注）北村 和夫は、社外取締役の候補者であります。 

  

   退任予定取締役 

             川内 健    （現 常務取締役） 

                       石橋 義尚   （株式会社日本製鋼所 執行役員 横浜製作所長） 

 ③ 就任予定 

    平成25年６月20日  

５．その他

(1）役員の異動
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